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入域観光客数と観光収入の推移
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※出所：沖縄県「入域観光客統計」、 沖縄県「観光統計実態調査」

【年度】 入域観光客数と観光収入の推移

国内 国外 観光収入

沖縄国際海洋博覧会

（S50）

9.11米テロ

(H13)

景気低迷、

新型インフルエンザ

(H21)

東日本大震災

(H23/3/11)

25
(‘13)

２０１１年度（平成２３年度）
入域観光客数 ５５３万人
観 光 収入 ３，７８３億円

２０１２年度（Ｈ２４年度） ２０１３年度（Ｈ２５年度）
入域観光客数 ５９２万人 → ６５８万人 （６６万人増）
観 光 収 入 ３，９９７億円 → ４，４７９億円（４８２億円増）

平成24年度及び平成25年度の２年間で観光客数が１００万人超の大幅増平成24年度及び平成25年度の２年間で観光客数が１００万人超の大幅増

一括交付金
事業開始
一括交付金
事業開始
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入域観光客数増加の要因等

１．外的要因
・景況感の上向きによる国内旅行需要の拡大
・円安等による外国客の訪日旅行需要の拡大 等

２．政策的要因
(1)ソフト面

・航空機燃料税等の沖縄特例措置の拡充
・沖縄振興一括交付金を活用した観光関連予算の大幅増

(2)ハード面
・那覇空港国際線ターミナルの供用開始
・新石垣空港の開港
・那覇クルーズターミナルの供用開始
・那覇空港滑走路増設工事の着工

３．今後の推移予測
上記の政策展開等により、航空路線等の拡充、ホテル立地等民間投資

の動きが拡大

⇒今後も観光客数の増加の勢いは続くものと予測



沖縄観光の課題

１．全般的な課題
(1)年間を通した入域観光客数の平準化
(2)観光客一人当たり消費額の増加

（EX.観光客平均滞在日数の増加）
(3)ハード・ソフト両面の受入基盤の計画的な整備
(4)航空路線、クルーズ路線等の安定確保及び拡大
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２．国内市場
(1)ボトム期の誘客（沖縄の魅力の創出、発信）
(2)リピーター等の安定確保、沖縄未体験層の開拓
(3)個別市場毎（修学旅行、ＭＩＣＥ、リゾートウエディング、スポーツ等）

の特性に応じたきめ細かな対応

３．海外市場
(1)海外の観光業界及び一般消費者における認知度向上
(2)潜在的な市場の開拓可能性の追求
(3)国･地域毎の特性（言語、宗教、生活習慣、商習慣等）の特性に

応じた受入環境整備



観光分野にかかる一括交付金事業

【将来像Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島】
（２） 世界水準の観光リゾート地の形成

●環境共生型観光地づくり支援事業

●戦略的ＭＩＣＥ誘致促進事業

●スポーツ・ツーリズム戦略推進事業

●芝人養成事業

●国内需要安定化事業

●修学旅行推進強化事業

●沖縄観光国際化ビックバン事業

●クルーズ船プロモーション事業

●沖縄文化等コンテンツ産業創出支援事業

●離島観光活性化促進事業

ア 国際的な沖縄観光ブランドの確立

イ 市場特性に対応した誘客活動の展開

●沖縄感動体験プログラム実証事業

市町村等の行う観光資源の保全、環境教育及び保全活動等や、環境に配慮した観
光施設整備に対する支援等を実施

沖縄の文化等を活用したコンテンツの制作プロジェクトに対して投資ファンドによる制
作資金の供給を行うとともに、事業者を対象としたハンズオン支援を実施

沖縄観光閑散期対策として、沖縄独自の地域資源を活用した感動体験モデルの実
証事業を行うとともに、沖縄観光閑散期のイメージ改善の情報発信を実施

シーズンごとにターゲットを設定したプロモーションの展開、旅行商品造成支援、沖縄
観光ＰＲイベントの開催、路線拡大のためのタイアップ支援等を実施

①寄港計画策定者の招聘事業等、②展示会出展、訪問セールス等のセールスプロ
モーション、③入港経費支援、④クルーズ誘致戦略策定等を実施

修学旅行実施学校に対する事前・事後学習支援、継続実施学校に対する新たなメ
ニュー等の提案・提供、県外説明会、関係者招聘事業等を実施

①航空路線の就航や増便等の促進、②映画・ＴＶ等マス媒体も活用した一般旅行者
の認知度向上、③セールス活動の拡充、④外国人受入体制の拡充等を実施

航空路線開設セールス活動助成、旅行会社・航空会社連携キャンペーン、離島観光
協会が主体となった地域プロモーション等を実施

①商談会・見本市参加、セミナー開催等の誘致・広報活動、②シャトルバス運行支援、
歓迎式典開催・芸能団派遣等の開催支援等を実施

スポーツ・ツーリズムを沖縄に根付かせるためのモデル事業と連携した誘客促進等
の実施と新たなスポーツ・ツーリズム受入体制の整備を実施

スポーツ・ツーリズム推進事業の一環であるスポーツキャンプ誘致におけるインフラ
整備として、芝管理の専門知識と技術を兼ね備えた人材を養成
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観光分野にかかる一括交付金事業

【将来像Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島】
（２） 世界水準の観光リゾート地の形成

多言語観光案内サインの統一的な整備、多言語観光案内サイン整備を行う市町村
への支援等を実施

観光関連経営者向けセミナーの実施、観光関連企業・団体等が実施する従業員向
けの研修事業及び語学研修への支援を実施

外国人観光客に対する通訳案内士の絶対的不足に対応するため、『沖縄特例通訳
案内士(外国人観光客への外国語による通訳案内)』の育成研修を実施

新たな観光資源を活用したモニターツアー実施に対する費用の一部補助、観光メ
ニュー開発のためのアドバイザー派遣、啓発セミナー等の開催等

文化芸術をマネジメントできる人材「アーツマネージャー」を育成するため、ニーズ調
査、講座プログラムの作成及び実証的な講座やシンポジウムを開催

那覇空港貨物ターミナル内に暫定的に設置されたLCC（格安航空会社）仮設ターミナ
ルの交通環境の改善、LCCの新規誘致及び事業拡大を促進する取組を実施

バリアフリーにおける接遇スキルアップセミナー開催と意識啓発を図る取組を進める
とともに、障害者等の観光客の受入れを行っているNPO団体等を支援

●地域観光資源創出支援事業

●ＬＣＣ仮設ターミナル交通対策事業

●多言語観光案内サイン整備事業

●誰にでもやさしい観光地づくり形成事業

●世界に通用する観光人材育成事業

●沖縄特例通訳案内士育成等事業

●アーツマネージャー育成事業(仮称)

オ 産業間連携の強化

エ 世界に通用する観光人材の育成

ウ 観光客の受入体制の整備
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一括交付金事業の評価と改善事例

１．全般的な取組
(1)各種調査分析のデータ等を活用し事業内容を改善

（沖縄観光マーケティング調査⇒海外誘客の重点市場等を設定）
(2)関係団体からの政策提言等の反映

（沖縄観光コンベンションビューロー専門委員会等）
(3)市町村事業との役割分担

①県 の 役 割：県外・海外への全県的な情報発信、受入体制整備に
関する先導的、統一的、全県的な取組等

②市町村の役割：上記以外の地域の実情に応じた観光施策
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２．個別事例
(1)世界に通用する観光人材育成事業

①課題
人材育成の必要性を感じつつも、社内の人材育成に時間と経費

をかけられない観光関連企業等に対し、研修を実施しやすい仕組
みに変更する必要がある。
②対応（改善）

従来の助成方式から派遣方式に変更し、事務局による相談業務
の強化、研修メニューの提供、通年を通した研修の実現等により、
県内観光関連企業等が受講しやすい環境を整備する。



一括交付金事業の効果について①

多くの島々からなる沖縄県。その島々と、春・夏・秋・冬の季節ごとの魅力＝「旬」
を紹介するキャンペーンが「旬香周島おきなわ」（通称：しゅんおき）です。

家族と楽しむ真夏のシュノーケリングや、心も体も癒やされる秋の夕暮れ、夫婦
で愛でる日本一早い冬の桜や、爽やかに潤う春の草花など、まだまだ知られてい
ない様々な季節ごとの沖縄の魅力とその過ごし方を、沖縄の島々から皆様にお伝
えします。
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①国内市場関係

【その他関連施策】国内入域観光客数の推移（月別、平成23年4月～平成26年6月）
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成果指標名 目標値 実績値

タイアップ旅行商品による県外からの誘客数 １００，０００人 １４４，５１６人

【国内需要安定化事業】 H25予算：７．３億円 H26予算：６．９億円

事業概要 ： 季節ごとに沖縄への観光誘客ターゲットを特定した上で、WEBや各種メディア等を活用したプロモー
ション活動を行う。また、航空会社と連携し、路線拡大や需要喚起を目的とするイベントや航空会社が
持つ各種媒体等などを活用したプロモーション等を行う。



一括交付金事業の効果について②

【沖縄観光国際化ビッグバン事業】 H25予算：２７．９億円 H26予算：２４．９億円

事業概要 ： 外国人観光客数の拡大を目的に、①航空路線の就航や増便等を促す交通アクセスの拡充、②映画
やＴＶ等のマス媒体も活用した一般旅行者の認知度向上、③セールス活動の拡充によるビジネスチャ
ネルの強化、④県内の外国人受入体制の拡充等を実施する。

グローバル観光ブランド
「Be.Okinawa」による海外展開の
推進

外国人入域観光客数の推移（月別、平成23年4月～平成26年6月）
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②海外市場関係

【その他関連施策】
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成果指標名 目標値 実績値

国際定期便数 ６０便／週 ７８便／週



一括交付金事業の効果について③
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【地域観光資源創出支援事業】 H25予算：０．４億円 H26予算：０．５億円

事業概要 ： 市町村、観光協会、ＮＰＯといった地域が取り組む新たな観光資源の創出及びこれらを活用した観光
メニュー造成事業を公募し、実施委員会による審査の上、提案事業に対する経費補助、アドバイザー
派遣、事業実施者を対象とした講座・ワークショップの支援を行う。

採択事業一覧

事業体名 概要 交付金

NPO法人首里まちづくり研究会 王都首里の琉球王朝時代から残る遺構、空間、雰囲気を会場とし
て活用し、日没前後の時間帯に、怪談、伝説話を中心とした物語
講話会を着地型観光コンテンツとして実施

5,567千円

NPO法人美ら海振興会 那覇空港との近接性、多種多様なサンゴ礁のある波の上地域の
特色を活かし、那覇のサンゴ礁についての環境学習、シュノーケリ
ング・体験ダイビング、サンゴの植え付け体験、オリジナルポスト
カードによる「海のポスト」への投函を組み合わせた体験プランを
実施

3,784千円

NPO法人雄飛ツーリズムネットワーク 金武町の自然資源を活用した各種体験プランに、福祉系専門学
校や装具提供事業者との連携により、身体的理由から旅行離れし
ていた方や家族（三世代）が一緒に参加できる着地型プラン創出
に取り組む。

3,582千円

共同事業体 沖縄まちまーい
（幹事団体：那覇市観光協会）

県内各地で実施されるまち歩き（まちまーい）メニューの開発
３つのカテゴリーを設け、10市町村14コースのモニターツアーを実
施

5,310千円

一般社団法人読谷村観光協会 20～40代の歴史に関心の高い女性をターゲットに据え、むら咲き
むら及び読谷村内ガイドツアープログラム、歴史舞台といった内容
のプログラムを造成

4,812千円



一括交付金事業の効果について④

(1)航空路線提供座席数
平成23年度：国内線 824万席 海外線 ３３万席（４５便／週）

平成25年度：国内線 908万席 海外線 108万席（７８便／週）

③その他個別事項

(2)クルーズ船寄港回数
平成23年度：１１１回
平成25年度：１２６回

(3)個別市場
①リゾートウエディング実施件数

平成23年：８，８７２組 平成25年：１０，９２１組

②ＭＩＣＥ開催件数（参加者数）
平成23年度：４８６件 平成25年度：５５７件

（66,195人） （89,831人）

③スポーツコンベンション等件数
平成23年度：４５３件 平成25年度：５７８件
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今後の沖縄観光振興施策の取り組み

１．沖縄観光推進ロードマップの策定
沖縄観光が平成33年度の目標値として掲げる、入域観光客数1,000万人、

観光収入1兆円等の達成に向けた誘客戦略及び受入体制の構築について、
官民一体となって中長期的、段階的に施策を推進するため策定する。

２．観光危機管理の推進
台風や地震、津波等の災害から、観光客の安全・安心を守り、災害後の

観光産業の事業継続や早期復興を支援する仕組みを構築するため、平成26
年度に都道府県で初となる観光分野に特化した「沖縄県観光危機管理基本
計画」を策定し、官民一体となった取組を推進する。

３．国家戦略特区の活用
世界水準の観光リゾート地を整備し、ダイビング、空手等の地域の強み

を活かした観光ビジネスを振興するとともに、沖縄科学技術大学院大学を
中心とした国際的なイノベーション拠点の形成を図ることにより、新たな
ビジネスモデルを創出し、外国人観光客等の飛躍的な増大を図る。
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